参考２　毒物劇物危害防止規定の作成例（毒物劇物販売業）
１　危害防止規定の目的及び性格について

	 　危害防止規定は、毒物劇物営業所等における毒劇物の管理・責任体制を明確にし、もって毒劇物による保健衛生上の危害を未然に防止する。




（作成例）

	 （目的）

 １　この規定は、「毒物及び劇物取締法」に基づき当営業所における毒劇物の適正な販売、管理、盗難、紛失を防止することを目的とする。




２　危害防止規定の記載事項について

　　危害防止規定は、当該営業所等において取扱われる毒劇物の種類・量・取扱いの方法等の態様に応じ、具体的、かつ、詳細な内容になるように作成すること

	 （職務及び組織に関する事項）

 ア　毒劇物の貯蔵又は取扱いの作業を行う者、これらの作業に係る設備等の点検・保守を行う者、事故時における関係機関への通報及び応急処置を行う者の職務及び組織に関する事項




　・　組織図を作成する。（既存のもので可）

　・　毒物劇物取扱責任者等を選任する。

　・　毒物劇物取扱責任者の権限を規定する。

（作成例）

	 （毒物劇物の管理組織）

 ２　毒劇物の管理責任に関する組織は、別紙のとおりとする。

 （毒物劇物取扱責任者）

 ３　毒物劇物取扱責任者は、(　氏　名　)　とする。

 ４　毒物劇物取扱責任者の下に副責任者を置く。副責任者は、毒物劇物取扱責任者が指名する。

 ５　毒物劇物取扱責任者は、毒劇物の適正な管理について総合的な指揮監督をおこなう。

 ６　副責任者は、毒物劇物取扱責任者を補佐するとともに、事故等で業務が遂行できないときに、その職務を代行する。




	 （作業の方法に関する事項）

 イ　毒劇物の貯蔵又は取扱いに係る作業の方法に関する事項




　・　購入、保管、販売に関する事項を規定する。

　・　購入については、一括管理し、適正在庫に努める。

　・　盗難、紛失防止措置に関する事項を規定する。

　・　飛散、流出等の防止措置に関する事項を規定する。

　・　作業に関する事項は、作業手順書等があればその旨規定する。

（作成例）

	 （毒劇物の購入及び保管）

 ７　購入した毒劇物は、毒劇物台帳に所定事項を記入し、毒劇物専用の保管庫に保管する。

 ８　毎月の毒劇物の販売量等を把握し、在庫量を確認する。

 （盗難、紛失の防止措置）

 ９　盗難、紛失を防止するためかぎの管理者を明確にするなど、管理を徹底する。

 10　毒劇物の保管は、その他のものと明確に区分し専用に保管する。

 　　保管庫は、毎日始業前にかぎがかかっているか確認する。

 （飛散、流出等の防止措置）

 11　毒劇物が保管庫外に飛散し、漏れ、流れ出、しみ出又は地下にしみ込むことを防ぐのに必要な措置を講ずる。

 12　毒劇物の種類に応じて転倒、転落、衝撃を避ける措置を講ずる。

 （運搬時の流出等の防止措置）

 13　毒劇物を運搬する場合は、毒劇物が盗難・紛失及び飛散・流出等を防止するのに必要な措置を講ずる。

 （保管、運搬を委託する場合の措置）

 14　毒劇物の保管、運搬を委託する場合は、受託者において盗難、紛失の防止措置及び飛散、流出等の防止措置が講じられていることを確認する

 （毒劇物の販売）

 15　毒劇物を販売、授与する場合は、次の事項に注意する。

   ①　販売先が営業者であるか、それ以外であるか確認し、法１４条の譲渡手続きを行う。

   ②　譲渡書面は、５年間保存する。

   ③　身元確認、使用目的を確認し、不審な者には販売しない。

   ④　一般消費者には、劇物である家庭用品の販売を自粛し、代替品の使用を勧奨する。

	 （交付の制限）

 16　毒劇物は以下の者に交付しない。

 　①　年令１８歳に満たない者

 　②　精神病者又は麻薬、大麻、あへん若しくは覚醒剤の中毒患者

 17　発火性、爆発性のある毒劇物の交付は、身分証明書等により確認し、確認交付簿に記録する。

 　　記録は、５年間保存する。




	 （設備の点検に関する事項）

 ウ　毒劇物の貯蔵又は取扱いに係る設備等の点検の方法に関する事項




　・　盗難、紛失防止に関する設備の点検項目を規定する。

　・　飛散、流出等の防止に関する設備の点検項目を規定する。

　・　保管庫等の設備についての点検回数等を規定する。

（作成例）

	 （設備の点検）

 18　次の事項について年１回点検を実施する。

 　①　盗難、紛失防止に関する設備の点検

 　　ア　毒劇物とその他の物とを区分して貯蔵できるものであること。

 　　イ　毒劇物を貯蔵、陳列する場所にかぎをかける設備があること。

 　　ウ　毒劇物を貯蔵する場所が性質上かぎをかけることができないものであるときは、その周囲に、堅固なさくが設けてあること。

 　　エ　貯蔵する場所は、敷地境界線から十分離すか、又は一般の人が近付けない措置を講じていること。

 　②　飛散、流出等の防止に関する設備の点検

 　　　毒劇物を貯蔵するタンク、ドラムかん、その他の容器は毒劇物が飛散し、漏れ、又は流れ出る恐れのないものであること。

 　③　その他

 　　　貯蔵する場所には、「医薬用外」の文字及び「毒物」又は「劇物」の文字が表示してあること。

 19　点検結果を記録し、保存する。




	 （整備又は補修に関する事項）

 エ　毒劇物の貯蔵又は取扱いに係る設備等の整備又は補修に関する事項




（作成例）

	 （保管庫の補修）

 20　点検の結果、不具合等が生じた場合は、速やかに整備又は補修を行い、実施事項について記録する。




	 （緊急時の通報連絡体制）

 オ　事故時における関係機関への通報及び応急措置活動に関する事項




　・　営業所内の連絡体制及び所轄の警察署、消防署、保健所等の名称、担当部局、電話番号等を記載すること。

（作成例）

	 （緊急時の通報連絡体制）

 21　緊急時の通報連絡体制は、別図のとおりとし、盗難、紛失事件発生時には警察署及び保健所に、事故発生時には警察署、消防機関及び保健所その他関係機関に速やかに連絡するとともに必要な応急措置を講ずる。




	 （教育訓練に関する事項）

 カ　毒劇物の貯蔵又は取扱いの作業を行う者及びこれらの作業に係る設備等の保守を行う者並びに事故時の応急措置を行う者の教育及び訓練に関する事項




　・　新人研修、管理者研修等を実施しているのであれば、具体的に記載すること。

（作成例）

	 （教育、訓練）

 22　毒物劇物取扱責任者は、次の事項について、従事者に対する教育、訓練に努める。

 　①　毒物及び劇物取締法に関すること。

 　②　毒劇物の取扱いに関すること。

 　③　事故時の応急措置に関すること。




	 （その他）

 キ　その他、保健衛生上の危害を防止するために遵守しなければならない事項




　・　その他毒劇物の廃棄、届出、記録の保存等について記載すること。

（作成例）

	 （毒劇物の廃棄）

 23　毒劇物を廃棄するときは、次による。

 　①　廃棄に際しては、あらかじめ作業計画及び作業責任者を定め、廃棄は当該作業計画書に従い、かつ作業責任者のもとに行う。

 　②　作業計画は、水質汚濁防止法、大気汚染防止法等の関係諸法令を十分考慮して行う。

 　③　毒劇物の種類ごとの廃棄の方法は、「毒物及び劇物の廃棄に関する基準」に従う。

 　④　廃棄した内容については、記録する。

 （許可、届出等）

 24　登録の期限、変更事項を確認し、必要な手続きを行う。

 （記録の保存）

 25　この規定に基づく記録は、５年間保存する。




